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ま  え  が  き 

 

 

 平成１５年３月にまとめられた「今後の特別支援教育の在り方について（最終報告）」では，通常の学級

に在籍するＬＤ等の発達障害のある児童生徒も対象にした，従来の特殊教育の理念を大きく転換する特別

支援教育の在り方が述べられている。そして，それを受けた中央教育審議会初等中等教育分科会内には特

別支援教育特別委員会が設置され，①盲・聾・養護学校の制度の見直し，②小・中学校における制度的な

見直し，③教員免許制度の見直しなど主に３点の柱で審議がなされ，平成１７年１２月には「特別支援教

育を推進するための制度の在り方について（答申）」がまとめられた。そのうち，②点目の小・中学校にお

ける制度的見直しにおいては，ＬＤ等の児童生徒に対して適切な対応を行うために，特殊学級や通級によ

る指導の在り方が検討されている。 

また，この間に，障害者基本法の一部を改正する法律（平成１６年６月４日施行）によって，１４条の

３においては，障害のある児童生徒と障害のない児童生徒の交流及び共同学習を積極的に推進するために，

両者の相互理解に関する促進についても明記された。さらに，平成１７年４月１日から施行された「発達

障害者支援法」においても，教育現場における適切な教育的支援や支援体制の整備等が求められている。   

このように，ＬＤ等の発達障害を含めた特別な教育的ニーズのある児童生徒の適切な指導や支援を実施

するために，平成１９年度までに全ての小中学校において支援体制（校内委員会）が構築され，特別支援

教育コーディネーターが指名され，コーディネーターが中心となりながら特別支援教育を推進することが

求められている。そのためには，一人一人の教員の意識改革と特別な教育的ニーズのある児童生徒に対し

ての具体的な対応方法等が必要不可欠になっている。 

 そこで，本報告書では，特別支援教育を推進するにあたり重要な役割を担う特殊学級担任や生徒指導主

事，養護教諭等の方々を研究協力者にお願いして，それぞれの立場から学校現場や教育現場における特別

支援教育に関する実践をまとめると共に，アンケート調査からは，生徒指導主事や養護教諭の実態やニー

ズ等についてまとめた。 
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